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３２ 
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通番５６：緑地面積率等に係る地域準則についての条例制定権限の町村への移譲（聖籠町）
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建設業許可及び宅地建物取引業免許の申請等状況

H26.8.26 神奈川県県土整備局事業管理部建設業課

１　建設業許可関係

(1) 知事許可の申請等件数

新規許可申請 更新許可申請 決算･変更届 合 計

平成23年度 1,092 6,053 31,952 39,097

平成25年度 1,071 2,643 28,854 32,568

(2) 大臣許可の申請等件数

新規許可申請 更新許可申請 決算･変更届 合 計

平成24年度 36 117 1,816 1,969

平成25年度 27 68 1,604 1,699

※月２回、関東地方整備局あて送付

２  宅建業免許関係

(1) 知事免許の申請等件数

新規免許申請 更新免許申請 変更届 合 計

平成24年度 295 1,929 2,516 4,740

平成25年度 321 1,846 2,540 4,707

(2) 大臣免許の申請等件数（宅建ｼｽﾃﾑ等による概数）

新規免許申請 更新免許申請 変更届 合 計

平成24年度 7 14 320 341

平成25年度 10 15 300 325

※随時、関東地方整備局あて送付

※　平成７年１月１日から許可の有効期間が３年から５年に延長された関係で、更新許可申請
　件数に不均衡が生じています。
　　本県においては、近年最も申請件数が多いのが平成23年度、最も少ないのが平成25年度と
　なっております。

通番３２：複数の都道府県にまたがる建設業の許可・宅地建物取引業の
　　　　　  免許に係る権限の都道府県への移譲（神奈川県）
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【参考資料】公営住宅における寡婦(夫)控除のみなし適用について 

 

●みなし寡婦控除適用対象世帯の推計 

 平成 26 年 7 月末現在 

管理戸数 入居世帯 ひとり親世帯 

4,645 戸 4,061 世帯 773 世帯 

  ※全児童扶養手当受給者数の内、未婚の受給者数は約 10%(福祉部局より) 

 

  773 世帯×10%≒77 世帯 

 

 

●市営住宅の家賃算定について 

家 賃 ＝ 家賃算定基礎額 × 市町村の係数 × 規模係数  

    × 経過年数係数 × 利便性係数 

 

区分 分位 政令月収 家賃算定基礎額

一般世帯 １ 0 円～104,000 円 34,400 円

２ 104,001 円～123,000 円 39,700 円

３ 123,001 円～139,000 円 45,400 円

４ 139,001 円～158,000 円 51,200 円

 裁量階層 ５ 158,001 円～186,000 円 58,500 円

６ 186,001 円～214,000 円 67,500 円

収入超過対象 
７ 214,001 円～259,000 円 79,000 円

８ 259,001 円～ 91,100 円

 

政令月収 ＝ ｛（世帯の年間所得金額）－（控除額）｝÷12 月 

        ※所得税法に基づく所得   

    【控除額の種類】※公営住宅法施行令による 

 

 

 

 

 

 

種類 控除額 

 

 

※所得税法に規定する寡婦(夫) 

同居親族控除 38 万円

扶養控除 25 万円

老人扶養控除 10 万円

寡婦(夫)控除 27 万円

障害者控除 27 万円

特別障害者控除 40 万円

通番３０：公営住宅に係る規制緩和（松山市）
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【参考 1】市営住宅制度における比較 

区分
婚姻歴のあ

る母子世帯

非婚母

子世帯
根拠など

家賃算定時の寡婦控除 ◯(27 万円) × 公営住宅法・施行令

募集時の優遇 ○ ○
市営住宅条例・施行規則

※父子家庭については対象外のため現在検討中

収入基準の緩和

※6 分位まで申込可(通常 4 分位) 
○ ○

 市営住宅条例・施行規則

※中学校修了前の子供がいる世帯が対象

※収入による分位の決定には非婚母子世

帯には寡婦控除の適用無し。

【参考 2】寡婦控除を適用した場合の家賃算定例（松山市営太山寺団地第 1 号棟） 

○非婚母子３人世帯として

年間給与収入 約３５０万円 ※児童扶養手当は除く

所得控除後の所得金額 ２２７万円

(現行) 

政令月収 ＝｛２２７万円－７６万円｝÷１２≒１２万５千円（収入分位③）

(所得金額)   (同居親族控除) →家賃額 35,200 円 

(みなし寡婦控除を適用した場合) 

政令月収 ＝｛２２７万円－７６万円－２７万円｝÷１２≒１０万３千円（収入分位①）

(所得金額)  (同居親族控除)  (寡婦控除)     →家賃額 26,700 円 

※家賃の差額…月額 8,500 円 
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兵庫県営住宅の管理戸数・入居状況調べ 

 

     兵庫県県土整備部住宅管理課 

 

１ 時  点：平成２６年３月３１日現在 

 

２ 対  象：一般県営住宅（特別賃貸住宅を除く） 

 

３ 管理戸数：５２，４０４戸 

 

４ 入居戸数：４８，５２６戸（うち政策空家※２，９８８戸） 

 

※政策空家とは、建替住宅、用途廃止住宅等の空家で、入居斡旋が出来ない住戸を指す 

 

５ 入居率 ：９２．６％ 

          

   

 

 

 

 

 

通番３０：公営住宅に係る規制緩和（兵庫県）
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県における創業支援の取組と権限移譲の必要性について 

平 成 ２ ６ 年 ８ 月 ２ ６ 日 

九 州 地 方 知 事 会 

（大分県商工労働部経営金融支援室） 

１．県独自の創業支援の取組 

 九州・山口各県では、それぞれ工夫を行い各県独自の創業支援の取組を実施。 

（１）大分県の取組例（おおいた創業促進事業） 

① スタートアップ支援機関連絡会議

 創業支援の関係機関が個別に実施している支援情報を共有するとともに、創業希

望者の掘り起こし、創業希望者への情報提供、助言・指導等に関する意見交換を行

い、効果的な創業支援を実践することを目指し、平成 24 年 4 月に設置。 

【参加機関】 

商工団体、中核的支援機関、金融機関、信用保証協会、県内ベンチャーキャピタ

ル、公設試験研究機関 等 （事務局：大分県） 

【支援実績】（平成２５年度 参加機関トータル） 

・創業相談件数 １，５３４件（２４年度は１，１６９件 ＋３１．２％） 

・創業実現件数 ４２４件（２４年度は ３０４件 ＋３９．５％） 

② おおいた創業セミナーの開催

 創業希望者の準備段階に応じ、創業に必要な事業計画作成、マーケティング、手

続き等の知識習得や、人脈形成等を支援するセミナーを開催。 

２．県と市町村「創業支援事業計画」との連携可能性（権限移譲のメリット） 

（１）相互補完的な施策の立案・実践 

 市町村の実施している「ＵＩターン支援」「地域資源活用促進」など創業支援と親和

性の高い施策と、県及び支援機関が既に実施している創業支援施策の連携について、

計画作成段階からすり合わせを行うことで、実践段階での連携体制も円滑化すること

が期待される。 

 また、県、市町村双方の支援施策立案に当たっても、計画作成、計画変更の過程で

情報を共有することで、補完性を高めることが可能となる。 

（２）地域の創業動向に関する情報集約と活用 

これまで創業支援窓口を設置していなかった市町村にとって、域内の創業支援に関

通番２２：市町村策定の創業支援事業計画認定権限の都道府県
　　　　　　への移譲（九州地方知事会（大分県））
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するデータ取得、目標設定等は困難。 

県が「スタートアップ支援機関連絡会議」から収集した情報を適宜市町村に提供（将

来的には双方の情報を共有）することで、計画作成、施策立案に資する。 

（３）県域で活動する支援機関との連絡・調整 

 商工団体、金融機関等では、県域を束ねる本部等で情報集約、意思決定等が行われ

ているケースが多い。 

 そうした本部との連絡・調整の役割を認定機関としての県が担うことで、作成する

計画の実効性を高める。 

（４）規模の小さい市町村の連携支援 

 単独では創業支援事業計画の作成が困難（支援メニュー新設や一定数の創業希望者

の確保など）な市町村について、県の仲介により近隣市町村との連携計画を作成する

ことで、より多くの創業者が法に基づく支援を受けられる。 

（５）手続きの迅速化 

 各都道府県が管内市区町村の計画作成に対する事前調整、審査事務等を行うことで、

現在地方経済産業局が行っている事前調整、中小企業庁を中心に行っている審査より

も大幅に短い期間で計画認定が可能となり、市区町村がスピーディに計画を実行に移

せる。 

３．国に担っていただきたい役割 

（１）全国的な競争的資金（補助金・交付金等）の実施 

（独）中小企業基盤整備機構が実施している「創業補助金」や、総務省所管の「地域

経済循環創造事業交付金」等については、県内の創業希望者や市町村に積極的な活用

を呼びかけているところ。 

 こうした競争的資金へのエントリーは、事業計画の精度向上や、新規性・独自性の

深掘りなどに有用であり、全国から寄せられる計画との比較審査を受けることで、計

画のレベルアップにもつながる。 

 都道府県に認定権限が移譲された場合であっても、全国的な競争的資金については、

継続して実施していただきたい。 

（２）特定創業支援事業を受けた創業者に対する支援措置の拡充 

 産業競争力強化法第１１３条に基づき市町村が作成し、認定を取得し創業支援事業

計画に記載された「特定創業支援事業」を受けた創業者に対する支援措置は、法人設

立時の登記に係る登録免許税の軽減等があるが、創業者が法に基づく創業支援を受け

る意欲をさらに喚起するため、引き続き支援措置の拡充をお願いしたい。 
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通番３９：マイナンバー利用事務の拡大（九州地方知事会（大分県））
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（
１
）
提
案
項
目

（
２
）
提
案
内
容

社
会

保
障

・
税

番
号

制
度

に
お
け
る
個

人
番

号
利

用
事

務
の

拡
大

【
行

政
手

続
に
お
け
る
特

定
の

個
人

を
識

別
す
る
た
め
の

番
号

の
利

用
等

に
関

す
る
法

律
（
番

号
法

、
マ
イ
ナ
ン
バ

ー
法

）
】

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
は
、
ま
ず
は
、
社
会
保
障
制
度
、
税
制
、
災
害
対
策
に
関
す
る
分
野
に
お
い
て
利

用
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
お
り
、
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
法
第
９
条
第
１
項
別
表
第
一
に
よ
っ
て
活
用
で
き
る
事

務
を
限

定
し
て
い
る
が

、
別

表
第

一
に
記

載
さ
れ

て
い
な
い
法

律
に
よ
る
事

務
も
対

応
で
き
る
よ
う

改
善
を
求
め
る
も
の
。

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
法

（
基
本
理
念
）

第
三

条
個

人
番

号
及

び
法

人
番

号
の

利
用

は
、
こ
の

法
律

の
定

め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
次

に
掲

げ
る
事

項
を
旨

と
し
て
、
行

わ
れ

な
け
れ

ば
な
ら
な
い

一
行
政
事
務
の
処
理
に
お
い
て
、
個

人
又
は
法
人
そ
の
他
の
団
体
に
関
す
る
情
報
の
管
理
を
一

層
効
率
化
す
る
と
と
も
に
、
当
該
事
務
の
対
象
と
な

る
者
を
特
定
す
る
簡
易
な
手
続
を
設
け
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
国

民
の

利
便

性
の

向
上
及
び
行
政
運
営
の
効
率
化
に
資
す
る
こ
と
。

二
情
報
提
供
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム
そ
の
他
こ
れ
に
準
ず
る
情
報
シ
ス
テ
ム
を
利
用
し
て
迅
速
か
つ
安
全
に
情
報
の
授
受
を
行
い
、
情
報
を
共
有
す
る

こ
と
に
よ
っ
て
、
社

会
保

障
制

度
、
税

制
そ
の

他
の

行
政

分
野

に
お
け
る
給

付
と
負

担
の

適
切

な
関

係
の

維
持

に
資

す
る
こ
と
。

三
個

人
又

は
法

人
そ
の

他
の

団
体

か
ら
提

出
さ
れ

た
情

報
に
つ
い
て
は

、
こ
れ

と
同

一
の

内
容

の
情

報
の

提
出

を
求

め
る
こ
と
を
避

け
、
国

民
の

負
担

の
軽
減
を
図
る
こ
と
。

四
個

人
番

号
を
用

い
て
収

集
さ
れ

、
又

は
整

理
さ
れ

た
個

人
情

報
が

法
令

に
定

め
ら
れ

た
範

囲
を
超

え
て
利

用
さ
れ

、
又

は
漏

え
い
す
る
こ
と
が

な
い

よ
う
、
そ
の
管
理
の
適
正
を
確
保
す
る
こ
と
。

（
略
）

（
利
用
範
囲
）

第
９
条

別
表
第
一
の
上
欄
に
掲
げ
る
行
政
機
関
、
地
方
公
共
団
体
、
独
立
行
政
法
人
等
そ
の
他
の
行
政
事
務
を
処
理
す
る
者
（
法
令
の
規
定
に
よ
り
同

表
の
下
欄
に
掲
げ
る
事
務
の
全
部
又
は
一
部
を
行
う
こ
と
と
さ
れ

て
い
る
者
が
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
者
を
含
む
。
第
三
項
に
お
い
て
同

じ
。
）
は
、

同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
事
務
の
処
理
に
関
し
て
保
有
す
る
特
定
個
人
情
報
フ
ァ
イ
ル
に
お
い
て
個
人
情
報
を
効
率
的
に
検
索
し
、
及
び
管
理
す
る
た
め
に

必
要

な
限

度
で
個

人
番

号
を
利

用
す
る
こ
と
が

で
き
る
。
当

該
事

務
の

全
部

又
は

一
部

の
委

託
を
受

け
た
者

も
、
同

様
と
す
る
。

（
略
）

今
回
の
提
案
に
つ
い
て

1
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出
典

内
閣

官
房

社
会
保

障
改
革

担
当
室

資
料

（
一

部
大

分
県

追
記
）

2

書
類
;
住

民
票

書
類

;
所

得
証

明

書
類
;
障

害
者

手
帳

等

書
類
の
例
；
住
民
票
､所

得
証
明
､障

害
者
手
帳

等

11



出
典

内
閣

官
房

社
会
保

障
改
革

担
当
室

資
料

3
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事
例

特
定
優
良
賃
貸
住
宅
に
つ
い
て

公
営
住
宅

→
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
法

別
表
第
一
に
記
載
あ
り

特
定
優
良
賃
貸
住
宅

→
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
法

別
表
第
一
に
記
載
な
し

公
営

住
宅

と
は

（
公

営
住

宅
法

）
・
・
・

「
国
及
び
地
方
公
共
団
体
が
協
力
し
て
、
健
康
で
文
化
的
な
生
活
を
営
む
に
足
り
る
住
宅
を
整

備
し
、
こ
れ

を
住

宅
に
困

窮
す
る
低

額
所

得
者

に
対

し
て
低

廉
な
家

賃
で
賃

貸
し
、
又

は
転

貸
す
る
こ
と
に
よ
り
、
国

民
生

活
の

安
定

と
社

会
福

祉
の

増
進

に
寄

与
す
る
こ
と
を
目

的
」
と
し
た

住
宅

特
定

優
良

賃
貸

住
宅

と
は

（
特

定
優

良
賃

貸
住

宅
の

供
給

の
促

進
に
関

す
る
法

律
）
・
・
・

「
中
堅
所
得
者
等
の
居
住
の
用
に
供
す
る
居
住
環
境
が
良
好
な
賃
貸
住
宅
の
供
給
を
促
進
す
る
た
め
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
に
よ
り
、
優
良
な
賃
貸
住
宅
の

供
給

の
拡

大
を
図

り
、
も
っ
て
国

民
生

活
の

安
定

と
福

祉
の

増
進

に
寄

与
す
る
こ
と
を
目

的
」
と
し
た
住

宅

特
定

優
良

賃
貸

住
宅

①
特

定
公

共
賃

貸
住

宅
（
特

公
賃

）

②
準

特
定

公
共

賃
貸

住
宅

（
準

特
公

賃
）

③
特

定
優

良
賃

貸
住

宅
（
特

優
賃

）

地
方

公
共

団
体

が
中

堅
所

得
の

フ
ァ
ミ
リ
ー
向

け
に
直

接
供

給
し
て
い

る
賃
貸
住
宅

地
方
公
共
団
体
が
、
特
定
公
共
賃
貸
住
宅
の
用
途
変
更
を
行
い
、
多

子
世
帯
や
高
齢
世
帯
向
け
に
直
接
供
給
し
て
い
る
賃
貸
住
宅

民
間

事
業

者
が

、
国

土
交

通
省

令
で
定

め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
賃

貸
住

宅
の
建
設
及
び
管
理
に
関
す
る
計
画
を
作
成
し
、
都
道
府
県
知
事
等

の
認

定
を
受

け
て
、
供

給
を
行

う
賃

貸
住

宅

公
営

住
宅

都
道

府
県

管
理

約
９
３
万

１
，
０
０
０
戸

（
九

州
・
沖

縄
・
山

口
約

１
１
万

５
，
６
０
０
戸

）

特
公

賃
・
準

特
公

賃
住

宅
都

道
府

県
管

理
約

１
万

２
，
８
０
０
戸

（
九

州
・
沖

縄
・
山

口
約

５
０
０
戸

）

【
入
居
条
件
等
】

・
入

居
者

の
所

得
条

件
（
法

第
２
３
条

、
施

行
令

第
６
条

）
→

２
５
万

９
千

円
以

下
（
低

所
得

者
の

場
合

１
５
万

８
千

円
以

下
）
で
条

例
で
定

め
る
額

・
入

居
の

選
考

の
際

に
世

帯
構

成
（
同

居
親

族
の

数
）
が

考
慮

さ
れ

る
（
法

２
５
条

、
施

行
令

第
７
条

）
・
家
賃
額
決
定
の
基
と
な
る
収
入
合
計
に
関
し
て
、
扶
養
親
族
の
年
齢
や
障
害
の
有
無
に
よ
り
控
除
が
行
わ
れ
る

【
入
居
条
件
等
】

・
入

居
者

の
所

得
条

件
（
法

第
３
条

、
施

行
規

則
第

７
条

）
→

２
５
万

９
千

円
を
超

え
て
４
８
万

７
千

円
以

下
で
条

例
で
定

め
る
額

等
・
入

居
は

、
原

則
抽

選
だ
が

、
世

帯
構

成
（
同

居
親

族
の

数
）
に
応

じ
た
特

例
あ
り
（
法

第
３
条

、
施

行
令

第
１
０
条

・
第

１
１
条

）

4
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地
方
公
共
団
体
の
特
公
賃
・
準
特
公
賃
住
宅
の
建
設
・
管
理
等
に
つ
い
て

１
建

設

※
写
真
掲
載
の
県
営
住
宅
（
大
分
県
）
で
は
特
公
賃
・
準
特
公
賃
以
外

の
住
宅
に
つ
い
て
は
、
公
営
住
宅
法
に
基
づ
く
住
宅

○
公

営
住

宅
と
間

取
り
等

の
条

件
が

異
な
る
住

宅
を
、
公

営
住

宅
と
同

じ
棟

や
敷

地
内

に
建

設
す
る
こ
と
が

多
い
。

→
 大

分
県
の
場
合
は
、
同
じ
棟
の
中
に
建
設

２
管

理
・
窓

口

○
管

理
に
つ
い
て
は

、
公

営
住

宅
と
同

一
管

理
者

が
行

い
、

申
請

に
つ
い
て
も
同

一
窓

口
と
な
る
こ
と
が

多
い
。

→
 大

分
県

の
場

合
は

、
大

分
県

住
宅

供
給

公
社

３
入

居
審

査

４
地

方
公

共
団

体
の

実
務

○
特

定
優

良
賃

貸
住

宅
の

供
給

の
促

進
に
関

す
る
法

律
、
同

法
、
同

法
施

行
規

則
を
踏

ま
え
て
、
入

居
審

査
の

基
準

等
を

条
例

及
び
規

則
で
定

め
た
結

果
、
入

居
申

請
の

際
の

添
付

書
類

が
、
公

営
住

宅
の

場
合

と
同

様
。

→
 大

分
県

の
場

合
は

、
添

付
書

類
は

同
一

○
公

営
住

宅
法

に
よ
る
公

営
住

宅
の

所
得

条
件

を
上

回
る
場

合
な
ど

は
、
特

公
賃

の
入

居
を
勧

め
る
場

合
が

あ
る
。

入
居
の
際
の
添
付
書
類

1
世
帯
全
員
の
住
民
票
の
写
し

2
世
帯
全
員
(1
6歳

未
満

の
者

を
除

く
。
)の

所
得
証
明
書

3
婚
約
者
が
あ
る
場
合
は
、
そ
れ
を
証
明
す
る
書
類

4
申

込
者

又
は

同
居

す
る
親

族
が

身
体

障
害

者
等

で
あ
る
場

合
は

、
身
体
障
害
者
手
帳
等
の
写
し

5
県
民
税
及
び
市
町
村
民
税
の
納
税
証
明
書

6
別
居
扶
養
親
族
が
あ
る
場
合
は
、
そ
れ
を
証
明
す
る
書
類

7
申
込
者
及
び
同
居
す
る
親
族
が
暴
力
団
員
で
な
い
こ
と
を
誓
約

す
る
書
面

○
「
公

営
住

宅
法

」
及

び
「
特

定
優

良
賃

貸
住

宅
の

供
給

の
促

進
に
関

す
る
法

律
」
に
基

づ
き
地

方
公

共
団

体
が

建
設

す
る
賃

貸
住

宅
の

設
置

・
管

理
に
つ
い
て
は

、
同

じ
条

例
及

び
規

則
で
定

め
て
い
る
自

治
体

が
あ
る
。

→
大

分
県

の
場

合
は

「
大

分
県

県
営

住
宅

等
の

設
置

及
び
管

理
に
関

す
る
条

例
」

○
両

方
に
基

づ
く
賃

貸
住

宅
の

入
居

者
の

管
理

等
に
つ
い
て
は

、
同

じ
情

報
シ
ス
テ
ム
を
使

用
す
る
こ
と
が

多
い
。

→
大

分
県

の
場

合
は

「
県

営
住

宅
管

理
シ
ス
テ
ム
」
で
一

体
的

に
管

理
5
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特
公
賃
・
準
特
公
賃
住
宅
が
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
に
対
応
し
な
い
場
合

十
九

公
営

住
宅

法
（
昭

和
二

十
六

年
法

律
第

百
九

十
三

号
）
第

二
条

第
十

六
号

に
規

定
す
る
事

業
主

体
で
あ
る
都

道
府

県
知

事
又

は
市

町
村

長
公

営
住

宅
法

に
よ
る
公

営
住

宅
の

管
理

に
関

す
る
事

務
で
あ
っ
て
主

務
省

令
で
定

め
る
も
の

マ
イ
ナ
ン
バ

ー
法

第
９
条

別
表

第
一

○
○

特
定

優
良
賃
貸
住
宅
の
供
給
の
促
進
に
関
す

る
法

律
（
平
成
五
年
五
月
二
十
一
日
法
律
第
五
十
二

号
）
第

十
八
条
に
規
定
す
る
地
方
公
共
団
体
（
都
道
府

県
知

事
又
は
市
町
村
長
）

特
定

優
良

賃
貸

住
宅

の
供

給
の

促
進

に
関

す
る
法

律
に
よ
る
地

方
公

共
団

体
が

建
設

す
る
賃

貸
住

宅
の

管
理

に
関

す
る
事

務
で
あ
っ
て
主

務
省

令
で
定

め
る
も
の

追
加

●
住

宅
に
困

窮
し
て
い
る
事

情
は

同
じ
な
の

に
、
申

請
す
る
住

宅
の

種
類

が
異

な
る
こ
と
で
添

付
書

類
が

異
な
る
の

は
混

乱
を
招

く

※
公
営
住
宅
、
特
公
賃
・
準
特
公
賃
住
宅
と
も
に
、
被
災
者
に
対
し
て
の
入
居
優
遇
制
度
が
あ
る
が
、
特
公
賃
・
準
特
公
賃
住

宅
の
場
合
は
添
付
書
類
が
必
要
と
な
る
。

※
事
例
と
し
て
、
入
居
者
の
所
得
の
変
動
に
よ
り
、
公
営
住
宅
に
基
づ
く
住
宅
か
ら
特
公
賃
住
宅
へ
の
転
居
も
行
わ
れ
て
お

り
、
転

居
の

際
に
添

付
書

類
が

生
じ
る
。

●
マ
イ
ナ
ン
バ

ー
法

で
は

、
個

人
番

号
を
利

用
で
き
る
事

務
を
同

法
第

９
条

別
表

第
一

で
限

定
列

挙
し
て
い
る
。

特
定

優
良

賃
貸

住
宅

の
供

給
の

促
進

に
関

す
る
法

律
の

よ
う
に
、
地

方
公

共
団

体
が

行
う
事

務
が

既
に
法

律
で
定

め
ら
れ

て
い
る
が

マ
イ
ナ
ン
バ

ー
法

で
挙

げ
ら
れ

て
い
な
い
場

合
、
当

該
事

務
の

利
用

を
禁

じ
て
い

る
と
解

さ
れ

る
。

※
地
方
公
共
団
体
が
社
会
保
障
・
税
に
関
す
る
事
務
と
し
て
、
独
自
利
用
す
る
と
す
る
判
断
は
困
難
。

別
表

第
一

に
記

載
さ
れ

て
い
な
い
法

律
に
よ
る
事

務
も
対

応
で
き
る
よ
う
改

善
を
求

め
る
！

6

？
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7

そ
の

他
の

混
乱

を
招

く
と
思

わ
れ

る
例

保
健
所
を
窓
口
と
す
る
各
種
の
申
請
へ
の
対
応
の
場
合

申
請

概
要

実
施

根
拠

必
要
な
添
付
書
類
の
例

小
児
慢
性
特
定
疾
病
医
療

費
支
給
認
定
申
請

小
児

が
ん
な
ど
特

定
の

疾
患

に
つ
い
て
、
医

療
費

を
支

給
児
童
福
祉
法

（
厚

生
労

働
省

）

住
民

票
（
世

帯
全

員
）
、
所

得
・
課

税
証
明
（
同
一
の
保
険
に
加
入
し
て
い

る
世

帯
全

員
）
、
健

康
保

険
証

等

感
染
症
患
者
医
療
費
公
費

負
担
申
請

結
核

な
ど
の

感
染

症
の

患
者

に
対

し
て
、
入

院
勧

告
若

し
く
は

措
置

入
院

を
行

い
、
医

療
費

を
公

費
で
負

担

感
染
症
の
予
防
及
び
感
染
症
の
患
者

に
対
す
る
医
療
に
関
す
る
法
律

（
厚

生
労

働
省

）

住
民

票
（
世

帯
全

員
）
、
所

得
･課

税
証

明
（
世

帯
全

員
）
、
健

康
保

険
証

等

特
定

医
療

費
（
指

定
難

病
）

支
給
認
定
申
請

指
定

難
病

の
患

者
に
対

し
て
、
医

療
費

を
支

給
※

予
算

事
業

（
特

定
疾

患
治

療
研

究
事

業
）
が

法
制

化
さ
れ
、
番
号
法
の
別
表
に
追
加

難
病

の
患

者
に
対

す
る
医

療
等

に
関

す
る
法

律
（
厚

生
労

働
省

）
※
H2

6.
5.
23

成
立

H2
7.
1.
1施

行

住
民

票
（
世

帯
全

員
）
、
所

得
課

税
証
明
（
同
一
の
保
険
に
加
入
し
て
い

る
世

帯
全

員
）
、
健

康
保

険
証

等

○
マ

イ
ナ

ン
バ

ー
法

別
表

第
一

に
記

載
あ

り

●
マ

イ
ナ

ン
バ

ー
法

別
表

第
一

に
記

載
な

し

→
マ
イ
ナ
ン
バ

ー
法

に
よ
り
添

付
書

類
を
削

減

→
各

地
方

公
共

団
体

が
国

の
予

算
事

業
を
活

用
す
る
な
ど
に
よ
り
、
全

国
的

に
同

様
な
事

務
を
行

っ
て
い
る
。

実
施

要
綱

に
基

づ
く
医

療
費

助
成

で
あ
り
、
特

定
医

療
（
指

定
難

病
）
等

と
同

様
の

取
扱

い
と
す
る
た
め
に
は

、
法

整
備

が
必

要
に
な
る
も
の

と
考

え
る
。

申
請

概
要

実
施

根
拠

必
要
な
添
付
書
類
の
例

肝
炎
治
療
受
給
者
証
交
付

申
請

Ｂ
型

及
び
Ｃ
型

ウ
イ
ル

ス
性

肝
炎

の
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
ロ
ン

治
療
並
び
に
Ｂ
型
ウ
イ
ル
ス
性

肝
炎
の

核
酸

ア
ナ
ロ
グ

製
剤

治
療

を
受

け
る
患

者
に
対

し
、
医

療
費

を
助

成
す

る
。
（
保

険
適

用
と
な
っ
て
い
る
も
の

に
限

る
。
）

肝
炎
対
策
基
本
法

肝
炎
治
療
特
別
促
進
事
業
実
施
要
綱

（
厚

生
労

働
省

）

住
民

票
（
世

帯
全

員
）
、
課

税
証

明
（
世

帯
全

員
）
、
健

康
保

険
証

等

不
妊
治
療
費
等
助
成
金

給
付
申
請

医
療

保
険

適
用

外
の

不
妊

治
療

を
行

っ
た
夫

婦
を
対

象
に
治

療
費

を
助

成
不

妊
に
悩

む
方

へ
の

特
定

治
療

支
援

事
業

実
施

要
綱

（
厚

生
労

働
省

）
住

民
票

（
夫

婦
）
、
所

得
・
課

税
証

明
（
夫

婦
）

等
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